H29年５月19日改定・施行
　

苦情処理に関する規程

（趣　旨）

第１条　この規程は、一般社団法人日本調査業協会（以下「本協会」という。）定款
第４条第５号及び第３４条の規定に基づき、苦情処理に関して必要な事項を定めるものとする。

（目　的）

第２条　苦情処理を迅速適正に行って、消費者の適正利益化に資するとともに業界の
正常化を図ることを目的とする。
（苦情処理の理念）

第３条　苦情処理に当たっては、申し立て人及び該当する業者双方について、誠意を
もって事実を調査し、それぞれが納得のゆく公正妥当な解決に努めるものとする。

（苦情処理の主体）

第４条　苦情処理の主体は、原則として、苦情の対象業者が所属する支部もしくは本協会が認める協力団体とする。

（苦情処理の対象）

第5条　苦情の該当する業者が、本協会に所属しない業者（以下「非会員」という。）の場合においても、原則として、本協会及び苦情の対象業者が拠点を置く地域の支部もしくは本協会が認める協力団体においてその処理に当たるものとする。

（連絡、協力）

第６条　本協会が、直接、正会員の苦情の申入れを受けたときは、速やかにその正会員の所属する支部もしくは本協会が認める協力団体に連絡するとともに、積極的に処理するものとする。

２　支部もしくは本協会が認める協力団体が、他の支部もしくは他の協力団体に所属する正会員について苦情の申入れを受けたときは、前項同様の措置をとるものとする。
（秘密保持）

第７条　苦情処理の取扱いについては、部外秘扱いとする。やむを得ず公表する場合

においても、原則として、特定業者名等を明示しないよう慎重に配慮するものとす
る。
（報　告）

第８条　支部もしくは本協会が認める協力団体は、苦情の取扱い状況について、本協会に次の報告を行うものとする。

（１）苦情の受理及び処理件数について、毎月１ヶ月分をとりまとめ、別記様式（１）
「苦情処理件数調」により翌月１０日までに報告すること。また、受理事案がない場合についても、０件として同様の様式を提出するものとする
（２）苦情処理事案のうち、業界正常化のため必要と認められるものについては、別記様式（２）「相談処理報告書」により、その都度、報告すること
附　則

	１
	平成２６年０４月０１日　施行する。
	H26年03月06日（木）第１回定例理事会承認
H26年03月06日（一社）設立総会承諾
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